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調 増加率 就 R2年 4,452人  

住 R6.3.31 業 国調 0.8%  

R5.3.31 人 H27年 5,052人  
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令和５年度決算状況(普通会計)

団 体 名 京 都 市

人 口 人口集中地区人口 産 業 構 造 市 町 村 類 型

19.2%  80.0%  

1,331,477人   面        積 127,299人  532,858人  

令和５年度交付税
種地区分1,475,183人  1,407,087人  

△0.8%  人 口 密 度 112,634人  468,154人  
Ｉ－９種地

1,319,725人  1,768人  

1,463,723人  1,397,972人  
区 分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

評点９２３点
△0.9%  827.83ｋ㎡   19.1%  80.1%  

区 分 令和５年度(千円) 令和４年度(千円) 区 分 指 数 等

歳 出 総 額 955,396,483 946,554,582 基 準 財 政 収 入 額 268,558,333千円 事務の共同処理の状況

指 定 団 体 等 の 状 況

歳 入 総 額 966,938,909 963,093,117 基 準 財 政 需 要 額 332,077,541千円 近 畿 圏 近 郊 整 備

翌年度へ繰り越すべき財源 3,048,399 8,831,906 財 政 力 指 数 0.801(単年度0.809) 　京都府後期高齢者医療広域連合

歳 入 歳 出 差 引 額 11,542,426 16,538,535
標 準 財 政 規 模
（臨時財政対策債含む） 417,479,761千円 その他

単 年 度 収 支 787,398 7,318,701 実 質 公 債 費 比 率 11.8%   　淀川木津川

実 質 収 支 8,494,027 7,706,629 実 質 収 支 比 率 2.03% 　水防事務組合（３組）

繰 上 償 還 金 - - 地 方 債 現 在 高 1,311,703,695千円   　澱川右岸

積 立 金 5,725,748 2,074,083 積 立 金 現 在 高 65,164,594千円  　 桂川小畑川

実 質 単 年 度 収 支 △1,081,854 6,892,784 債 務 負 担 行 為 額 89,150,787千円

積 立 金 取 崩 し 額 7,595,000 2,500,000 収 益 事 業 収 入 額 2,609,587千円

※　令和5年度末における特別職の給与等の
　減額の状況は、以下のとおり。
（特別職の平均給料月額は、減額後の数値）

・市長…30％
・副市長…15％
・議会議長、議会副議長、議会議員…20％

区 分 職 員 数 ( 人 ) 区 分 適用開始年月
１人当り平均給料(報酬)

月額(円)

一 般 職 員 7,963

経 常 収 支 比 率 98.5%

公 債 費 負 担 比 率 16.4%

市 長 R3.4 973,000

　うち技能労務職 877 副 市 長 〃 935,000

一 般 職 員 等 特 別 職

教 育 公 務 員 6,385 議会議長 R6.1 896,000

消 防 職 員 1,615 議会副議長 〃 824,000

臨 時 職 員 1,072 議会議員 〃 768,000

合    計 17,035 教 育 長 R5.4 575,600

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名
法適
用の
有無

収 支 額
（ 千 円 ）

普通会計からの繰
入金（千円）

職員数(人)

交 通 事 業 3,445,398 5,147,777

観 光 施 設 事 業 - -

宅 地 造 成 事 業 1,166,879 14,011

市 場 事 業 492,008 1,117,989

介 護 保 険 事 業 2,627,298 24,552,981

後 期 高 齢 者 事 業 820,402

被保険者一人当たり保険料調定額
( 円 ) 56,167

と 畜 場 事 業 - 335,800
被保険者一人当たり費用(老人を除
く)（円） 409,661

被 保 険 者 数 ( 人 ) 264,345

下 水 道 事 業 2,650,313 18,585,942
一世帯当たり保険料調定額
( 円 ) 78,471

国
保
会
計
の
状
況

収 支 額 ( 千 円 ) 804,844

普通会計からの繰入額(千円) 15,580,926

水 道 事 業 2,716,184 3,108,174 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 190,243

4,999,741

駐 車 場 事 業 - -

国民健康保険事業 804,844 15,580,926

交通災害共済事業 - -

簡 易 水 道 事 業 - -

特 環 下 水 事 業 15,785 397,528

農業集落排水事業 17,074 115,830

確 定 版
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構成比 Ａの構 構成比
％ Ａ 成比％ ％

内

訳

内 経常収支比率

訳

自主財源比率

内 内

訳 経常経費充当一般財

訳 源計

歳入一般財源等総額

減収補てん債

(減収補てん債、猶予特例債、臨時財政対策債を経 猶予特例債

常一般財源等から除いた経常収支比率　 )

臨時財政対策債

構成比 基準 × 100＊ 構成比

％ ％ 税額 75千円 済額 ％ Ａ

(注)固定資産税の「＊」欄は、交付金を含み低工法等による控除額を控除
　　している。

適用税率の状況

(注)法人分均等割標準税率(年額)の区分１号法人～９号
　　法人の区分で300万円～５万円

団 体 名 京 都 市

歳入 性質別歳出

区 分
決 算 額 経常一般財源

区 分
決 算 額

千円 千円 千円 千円 財源 千円 比率　％

一般財源等 経常経費充当一般 経常収支

155,789,926 16.3 138,128,346 134,245,040 31.7地 方 税 320,060,232 33.1 282,004,711 69.1 人 件 費

115,883,722 12.1 101,348,050 101,348,050 23.9地 方 譲 与 税 3,488,330 0.4 3,488,330 0.9 う ち 職 員 給

261,444,610 27.4 100,817,387 72,254,041 17.0利 子 割 交 付 金 86,691 0.0 86,691 0.0 扶 助 費

89,145,427 9.3 85,219,143 85,219,143 20.1配 当 割 交 付 金 2,127,669 0.2 2,127,669 0.5 公 債 費

89,141,792 9.3 85,215,508 85,215,508 20.1株式等譲渡所得割交付金 2,166,097 0.2 2,166,097 0.5 元 利 償 還 金

3,635 0.0 3,635 3,635 0.0分離課税所得割交付金 356,611 0.0 356,611 0.1 一時借入金利子

506,379,963 53.0 324,164,876 291,718,224 68.8地方消費税交付金 35,982,144 3.7 35,982,144 8.8 小 計

67,644,738 7.1 41,002,948 41,002,948 9.7ゴルフ場利用税交付金 32,451 0.0 32,451 0.0 物 件 費

8,570,656 0.9 5,046,605 5,046,605 1.2特別消費税交付金 - - - - 維 持 補 修 費

57,681,201 6.0 53,146,852 31,928,917 7.5軽油・自動車交付金 4,073,756 0.4 4,073,756 1.0 補 助 費 等

25,148,496 2.6 13,037,390 - -自動車税環境性能割交付金 820,543 0.1 820,543 0.2 積 立 金

149,719,096 15.7 1,467,332 7,059 0.0法人事業税交付金 4,569,516 0.5 4,569,516 1.1 投資、出資金、貸付金

146,147,764 15.3 - - -地方特例交付金等 1,388,115 0.1 1,388,115 0.3 う ち 貸 付 金

68,345,771 7.2 55,886,681 47,733,176 11.3地方交付税 65,767,946 6.8 63,366,178 15.5 繰 出 金

小計 440,920,101 45.6 400,462,812 98.1 う ち 人 件 費

- - -

特別交付税 2,401,768 0.2 - - 投 資 的 経 費 71,906,562

普通交付税 63,366,178 6.6 63,366,178 15.5 前年度繰上充用金

1,015,996 0.1 941,374 繰 出 金 11.3%

7.5 16,332,200 総 計 98.5%

71,750,371 7.5 16,282,579 56.7%

手数料 5,034,168 0.5 - -

補助(国直含む) 20,406,528 2.1 1,899,160

使用料 15,182,665 1.6 4,687,823 1.1

分担金・負担金 4,465,344 0.5 - -

5.4 14,383,419

交通安全交付金 254,609

国庫支出金 196,773,653 20.4 - -

単 独 51,343,843

失業対策事業費 -

0.0 254,609 0.1 普通建設事業

- - 417,436,929千円

災 害 復 旧 費 156,191 0.0 49,621

財産収入 5,112,565 0.5 2,507,340 0.6

955,396,483 100.0 510,084,884

都道府県支出金 46,599,801 4.8 - - 520,699,020千円

国有地提供交付金 - - - - 合 計

繰入金 19,031,983 2.0 - -

寄附金 10,732,231 1.1 - - -

-

諸収入 159,384,432 16.5 209,227 0.1

繰越金 8,807,357 0.9 - - 102.3%

うち減収補てん債 - - - -

地方債 54,640,000 5.7 - - 15,667,000千円

うち猶予特例債 - - - -

うち臨時財政対策債 15,667,000 1.6 - -

市町村税 目的別歳出

区 分
決 算 額 増 減 比 超過収入分収入

区 分
決 算 額 一般財源等

合 計 966,938,909 100.0 408,121,811 100.0

千円 千円 千円 千円

市 民 税
個 人 分 119,639,275 37.4 1.6 118,704,314 議 会 費 2,045,282 0.2 1,946,098

法 人 分 31,007,248 9.7 △ 3.8 27,371,453 6,419,362 総 務 費 70,133,913 7.3 50,062,302

183,074,356

軽 自 動 車 税 2,133,176 0.7 1.3 2,187,893 衛 生 費 52,006,405 5.4 30,988,360

固 定 資 産 税 118,215,811 36.9 3.6 117,138,355 民 生 費 367,974,238 38.5

155,281,821 16.3

26,786

鉱 産 税 - - - - 農 林 水 産 費 2,111,325 0.2 1,563,217

市 町 村 た ば こ 税 9,537,369 3.0 0.7 9,205,225 労 働 費 27,978 -

7,196,867特 別 土 地 保 有 税

36,216,697

89,899,111

- 消 防 費 18,352,583 1.9 17,493,909

法定外普通税・旧法税 - - - - 土 木 費 59,539,345 6.2

39,527,353 12.3 9.1 7,731,936

- - - - 商 工 費

85,705,383

宿 泊 税 5,198,678 1.6 70.7

災 害 復 旧 費 156,191 0.0 49,621

事 業 所 税 7,833,966 2.4 1.7 7,731,936

目 的 税

公 債 費 89,631,667 9.4

内

訳

入 湯 税 217,534 0.1 36.6 13.8- 教 育 費 132,272,558

都 市 計 画 税 26,277,175 8.2 3.8 -

諸 支 出 金 5,863,177 0.6

合計 320,060,232 100.0 2.6 282,339,176 6,419,362 -

合 計 955,396,483 100.0 510,084,884

5,862,177

前年度繰上充用金 - -

市
町
村
民
税

個
人
分

均 等 割 3,500円
法
人
分

均 等 割 標準税率に対する比率　1.0

所 得 割
標準税率に対す
る比率　1.0 法人税

割分

8.2/100

固 定 資 産 税 1.4/100

37.1 98.7

ただし、資本等の金額が３億円以下か
つ、法人税額が1,600万円以下の法人 6.0/100

固 定 資 産 税 99.7 49.7 99.5

区 分
現年課税
分％

滞納繰越
分％

合計　％
徴
収
率

合 計 99.6 39.8 99.1

市 町 村 民 税 99.5
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